
 
 

令和６年度 第９回選別会議記録 

日 時 令和７年５月23日（金） 10時10分から10時35分まで 

出席者 資料課：板橋、内藤、小泉、中島、清水、大野 

議 題 簿冊文書(県土整備局(都市部の一部))の選別案について 

１ 検討内容 

○県土整備局（都市部都市計画課・交通企画課・都市整備課）について 

・４月18日実施の前回会議の内容に基づき、担当者が作成案の変更・修正箇所を中心に説明を行っ

た。 

 

＜出席者からの主な質問、指摘事項等＞ 

・№49の「(保存とする)理由」について、市街地再開発事業に係る「～変更認可の公告」という簿 

冊の標題(件名)の付し方が不適当であることまで書き加える必要はない。 

 →前回の会議時点での記述に戻す。 

 ・№157(前回会議時、№158)について、横浜市長発建設大臣あての事業計画に係る申請の単なる進

達(文書)であるが保存とする、ということか。 

→そうである。単なる進達(文書)であるが、選別基準に照らして県内のユニークな建造物に係る公

文書であるため保存とする、と考え方を整理したものである。 

・簿冊の引渡元所属において付した「整理番号」の記載に際しては半角数字に、また、「保存実績」

欄に「、」と「,」が混在しているのを「、」に、それぞれ表記を統一する。 

 →該当箇所はすべて修正する。 

 

２ 結果 

○県土整備局（都市部都市計画課・交通企画課・都市整備課）について 

・指摘箇所を修正の上、担当者案を資料課の選別案とする。 

 

以上 



令和６年度　 県土整備局簿冊文書選別記録

担当：備考欄に記載

１　部室課別選別結果一覧表

廃棄数 備考

部 課
３０年

保存文書
１０年

保存文書
小計

３０年
保存文書

１０年
保存文書

小計

建設業課

用地課

都市計画課 312 0 312 312 0 312 0 中島

技術管理課

交通企画課 3 1 4 1 0 1 3 中島

都市整備課 152 24 176 147 10 157 19 中島

都市公園課

道路管理課

道路整備課

河港課

砂防課

下水道課

住宅計画課

公共住宅課

建築安全課

- 住宅営繕事務所

467 25 492 460 10 470 22

組織名 引渡数 保存数

合　計

河川下水道部

事業管理部

建築住宅部

都市部

道路部



No. 局 部 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

1 県土整
備局

都市部 都市計画
課

６７２５～６
７２８、６７３
０～６７３９

平成５年度
第１３２回神奈川
県都市計画地方
審議会

14 76 30年 平成5年度 都市計画法（昭和43年法律第100号）に
基づき神奈川県都市計画地方審議会
に付議される案件に係る文書の綴り

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 8、
13（2）
サ

昭和21～平成
4年度（議事録
も含む）

2 県土整
備局

都市部 都市計画
課

6740～
6760

平成５年度
第１３３回神奈川
県都市計画地方
審議会

21 123 30年 平成5年度 都市計画法（昭和43年法律第100号）に
基づき神奈川県都市計画地方審議会
に付議される案件に係る文書の綴り

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 8、
13（2）
サ

昭和21～平成
4年度（議事録
も含む）

3 県土整
備局

都市部 都市計画
課

6761～
6787

平成５年度
第１３４回神奈川
県都市計画地方
審議会

27 139 30年 平成5年度 都市計画法（昭和43年法律第100号）に
基づき神奈川県都市計画地方審議会
に付議される案件に係る文書の綴り

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 8、
13（2）
サ

昭和21～平成
4年度（議事録
も含む）

4 県土整
備局

都市部 都市計画
課

6788～
6871

平成５年度
第１３５回神奈川
県都市計画地方
審議会

84 467 30年 平成5年度 都市計画法（昭和43年法律第100号）に
基づき神奈川県都市計画地方審議会
に付議される案件に係る文書の綴り

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 8、
13（2）
サ

昭和21～平成
4年度（議事録
も含む）

5 県土整
備局

都市部 都市計画
課

6872～
6901

平成５年度
第１３６回神奈川
県都市計画地方
審議会

30 189 30年 平成5年度 都市計画法（昭和43年法律第100号）に
基づき神奈川県都市計画地方審議会
に付議される案件に係る文書の綴り

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 8、
13（2）
サ

昭和21～平成
4年度（議事録
も含む）

6 県土整
備局

都市部 都市計画
課

6902～
6947

平成５年度
第１３７回神奈川
県都市計画地方
審議会

46 305 30年 平成5年度 都市計画法（昭和43年法律第100号）に
基づき神奈川県都市計画地方審議会
に付議される案件に係る文書の綴り

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 8、
13（2）
サ

昭和21～平成
4年度（議事録
も含む）

7 県土整
備局

都市部 都市計画
課

６９４８～６
９８８

横浜国際港都建
設計画事業

41 265 30年 平成5年度 都市計画事業の事業計画の認可（変更
認可を含む。）に係る文書の綴り（４．４．
１００１号戸塚南公園ほか）

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 13（2）
サ

昭和21～平成
4年度

8 県土整
備局

都市部 都市計画
課

６９８９～６
９９８

川崎都市計画事
業

10 59 30年 平成5年度 都市計画事業の事業計画の認可（変更
認可を含む。）に係る文書の綴り（２．２．
１３２号中留公園他１公園ほか）

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 13（2）
サ

昭和21～平成
4年度

9 県土整
備局

都市部 都市計画
課

６９９９・７０
００

横須賀都市計画
事業

2 12 30年 平成5年度 都市計画事業の事業計画の認可（変更
認可を含む。）に係る文書の綴り（３．４．
２号根岸東逸見線ほか）

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 13（2）
サ

昭和21～平成
4年度

10 県土整
備局

都市部 都市計画
課

７００１～７
００３

平塚都市計画事
業

3 21 30年 平成5年度 都市計画事業の事業計画の認可（変更
認可を含む。）に係る文書の綴り（３．５．
８号平塚山下線ほか）

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 13（2）
サ

昭和21～平成
4年度

11 県土整
備局

都市部 都市計画
課

７００４～７
０１５

藤沢都市計画事
業

12 119 30年 平成5年度 都市計画事業の事業計画の認可（変更
認可を含む。）に係る文書の綴り（３．３．
５号円行西大通り線ほか）

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 13（2）
サ

昭和21～平成
4年度

12 県土整
備局

都市部 都市計画
課

７０１６，７０
１８～７０２
０

小田原都市計画
事業

4 26 30年 平成5年度 都市計画事業の事業計画の認可（変更
認可を含む。）に係る文書の綴り（３．５．
３号小田原駅御幸の浜線ほか）

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 13（2）
サ

昭和21～平成
4年度

13 県土整
備局

都市部 都市計画
課

７０２１～７
０２５

茅ヶ崎都市計画
事業

5 37 30年 平成5年度 都市計画事業の事業計画の認可（変更
認可を含む。）に係る文書の綴り（３．５．
３号柳島小和田線ほか）

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 13（2）
サ

昭和21～平成
4年度

14 県土整
備局

都市部 都市計画
課

７０２６・７０
２７

相模原都市計画
事業

2 17 30年 平成5年度 都市計画事業の事業計画の認可（変更
認可を含む。）に係る文書の綴り（３．４．
１１号相模大野線ほか）

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 13（2）
サ

昭和21～平成
4年度



No. 局 部 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

15 県土整
備局

都市部 都市計画
課

7028 秦野都市計画事
業

1 8 30年 平成5年度 都市計画事業の事業計画の認可（変更
認可を含む。）に係る文書の綴り（３．５．
７号水無川右岸線）

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 13（2）
サ

昭和21～平成
4年度

16 県土整
備局

都市部 都市計画
課

７０２９～７
０３１

厚木都市計画事
業

3 11 30年 平成5年度 都市計画事業の事業計画の認可（変更
認可を含む。）に係る文書の綴り（８．６．
１号本厚木駅前東口地下道ほか）

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 13（2）
サ

昭和21～平成
4年度

17 県土整
備局

都市部 都市計画
課

7032 大和都市計画事
業

1 3 30年 平成5年度 都市計画事業の事業計画の認可（変更
認可を含む。）に係る文書の綴り（３．４．
３号福田相模原線）

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 13（2）
サ

昭和21～平成
4年度

18 県土整
備局

都市部 都市計画
課

７０３３・７０
３４

伊勢原都市計画
事業

2 13 30年 平成5年度 都市計画事業の事業計画の認可（変更
認可を含む。）に係る文書の綴り（伊勢
原第３号公共下水道）

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 13（2）
サ

昭和21～平成
4年度

19 県土整
備局

都市部 都市計画
課

7035 葉山都市計画事
業

1 4 30年 平成5年度 都市計画事業の事業計画の認可（変更
認可を含む。）に係る文書の綴り（７．３．
１号葉山しおさい公園）

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 13（2）
サ

昭和21～平成
4年度

20 県土整
備局

都市部 都市計画
課

７０３６～７
０３８

箱根都市計画事
業

3 26 30年 平成5年度 都市計画事業の事業計画の認可（変更
認可を含む。）に係る文書の綴り（第１号
公共下水道及び第２号公共下水道）

都市部 都市計
画課

保存 都市計画の決定等に関する
文書であるため、保存とす
る。

（1）キ 13（2）
サ

昭和21～平成
4年度

21 県土整
備局

都市部 交通企画
課

３３３ 相模鉄道いずみ
野線
６１条

1 2 30年 平成4年度 道路に鉄道線路を敷設する許可申請に
ついて、平成３年度に道路管理者たる
神奈川県知事及び藤沢市長あて意見
照会の上、建設大臣に対して行った進
達に係る文書の綴り

都市部 都市政
策課

廃棄 建設省への申請書の進達に
係る文書であり、かつ、実際
の工事施工認可申請に際し
ては、平成5年度に改めて道
路管理者に対する意見照会
を行っているため、軽易なも
のとして廃棄とする。

- - なし

22 県土整
備局

都市部 交通企画
課

３３５ 横浜市高速鉄道
１号線（戸塚－湘
南台）６１条

1 3 30年 平成4年度 道路に鉄道線路を敷設する許可につい
ての建設大臣あて申請の添付図面

都市部 都市政
策課

廃棄 建設省への申請書に係る添
付図面のみが編綴された文
書であるため、軽易なものと
して廃棄とする。

- - なし

23 県土整
備局

都市部 交通企画
課

３４０ 鉄道事業法
軌道法

1 10 30年 平成5年度 横浜市高速鉄道１号線（戸塚・湘南台
間）、相模鉄道いずみ野線（いずみ中
央・湘南台間）の工事施行認可申請書
（添付図面含む。）の建設大臣あて進達
及びその認可に係る県知事あて処分
（認可）の通知等に係る文書の綴り

都市部 都市政
策課

保存 県内での鉄道路線の新設
（横浜市営地下鉄（ブルーラ
イン）及び相模鉄道いずみ
野線の湘南台延伸）という公
共性の高い事業に関する文
書であるため、保存とする。

(1)キ 21(6) 昭和62年度
(鉄道事業
法)、昭和31、
42、58、平成3
年度(軌道法)

24 県土整
備局

都市部 交通企画
課

１８１ 京急蒲田駅総合
改善事業

1 6 10年 平成18年度 羽田空港直通化整備促進事業の成果
の現地審査に係る文書の綴り

都市部 都市計
画課

廃棄 事業の成果の現地審査のた
めの複写物を中心とする資
料であり、また、県外の交通
施設（駅）整備に係る文書で
あることから廃棄とする。

- - なし



No. 局 部 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

25 県土整
備局

都市部 都市整備
課

332 藤沢駅北口〔市
街地再開発事
業〕権利変換計
画（変更）認可申
請書

1 9 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、藤沢市が施行する藤沢都市
計画事業(※1)藤沢駅北口地区市街地
再開発事業の権利変換(※2)計画の認
可（当初・変更）等に係る文書の綴り

※1 以下、個別の都市計画区域に係る
「(区域名)都市計画事業」の文言は省略
する
※2 「権利変換」とは、市街地再開発事
業のうち第一種事業において、事業施
行区域内の従前の土地・建物の所有権
等について、当該事業によって新築さ
れる施設建築物(再開発ビル等)の床に
係る権利等に置き換えることをいう

土木部 都市施
設課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和56、平成
2年度

26 県土整
備局

都市部 都市整備
課

333 藤沢駅北口〔市
街地再開発事
業〕権利変換認
可申請（添付図
面）

1 9 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、藤沢市が施行する藤沢駅北
口地区市街地再開発事業の権利変換
計画の認可に係る文書（※）の綴り
※権利変換計画添付図面

土木部 都市施
設課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和56、平成
2年度

27 県土整
備局

都市部 都市整備
課

334 藤沢駅北口〔市
街地再開発事
業〕事業計画認
可申請

1 6 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、藤沢市が施行する藤沢駅北
口地区市街地再開発事業の権利変換
計画の変更認可に係る文書の綴り

土木部 都市施
設課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和56、平成
2年度

28 県土整
備局

都市部 都市整備
課

335 藤沢駅北口〔市
街地再開発事
業〕事業計画認
可申請（添付図
面）

1 7 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、藤沢市が施行する藤沢駅北
口地区市街地再開発事業の事業計画
の認可に係る文書（※）の綴り
※事業計画添付図面

土木部 都市施
設課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2、4年度

29 県土整
備局

都市部 都市整備
課

336 藤沢駅北口〔市
街地再開発事
業〕権利変換計
画（変更）認可申
請（添付図面）

1 6 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、藤沢市が施行する藤沢駅北
口地区市街地再開発事業の権利変換
計画の変更認可に係る文書（※）の綴り
※権利変換計画添付図面

土木部 都市施
設課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和56、平成
2年度

30 県土整
備局

都市部 都市整備
課

337 藤沢駅北口〔市
街地再開発事
業〕権利変換計
画（変更）認可申
請

1 9 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、藤沢市が施行する藤沢駅北
口地区市街地再開発事業の権利変換
計画の変更認可に係る文書の綴り

土木部 都市施
設課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和56、平成
2年度
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31 県土整
備局

都市部 都市整備
課

338 戸塚駅東口〔市
街地再開発事
業〕設計の概要
の認可申請

1 5 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、横浜市が施行する横浜国際
港都建設事業(※)戸塚駅東口地区第一
種市街地再開発事業の事業計画にお
いて定める設計の概要の変更認可に係
る文書の綴り

※以下、横浜市の都市計画事業に冠さ
れる「横浜国際港都建設事業」の文言
は省略する

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2,4年度

32 県土整
備局

都市部 都市整備
課

339 戸塚駅東口〔市
街地再開発事
業〕権利変換計
画認可

1 4 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、横浜市が施行する戸塚駅東
口地区第一種市街地再開発事業の権
利変換計画の変更認可に係る文書の綴
り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和56、平成
2年度

33 県土整
備局

都市部 都市整備
課

340 戸塚駅東口〔市
街地〕再開発〔事
業〕事業計画変
更認可

1 5 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、横浜市が施行する戸塚駅東
口地区第一種市街地再開発事業の事
業計画において定める設計の概要の変
更認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2、4年度

34 県土整
備局

都市部 都市整備
課

341 戸塚駅東口〔市
街地再開発事
業〕設計の概要
変更認可申請

1 5 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、横浜市が施行する戸塚駅東
口地区第一種市街地再開発事業の事
業計画において定める設計の概要の変
更認可に係る文書の綴り

土木部 都市施
設課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2、4年度

35 県土整
備局

都市部 都市整備
課

342 大船駅東口〔市
街地〕再開発事
業の変更依頼
（添付図面）

1 5 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、鎌倉市が施行する大船駅東
口地区第一種市街地再開発事業(第1
地区)の事業計画において定める設計
の概要中、鎌倉都市計画道路の変更協
議に係る文書（※）の綴り
※添付図面等

都市部 都市整
備課

廃棄 協議とあるが、方針伺い等と
して起案の上、回答を発した
ものではなく、また、所属長
等への供覧もなされていな
いことから、担当者レベルで
事前に確認を行う際に使用
した軽易な資料であると判断
し、廃棄とする。

- - なし
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36 県土整
備局

都市部 都市整備
課

343 大船〔駅〕東口
〔市街地再開発
事業〕設計の概
要（変更）認可申
請

1 8 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、鎌倉市が施行する大船駅東
口地区第一種市街地再開発事業(第1
地区)に係る、事業計画において定める
設計の概要の変更に係る協議書類の写
しその他打合せ復命書、パンフレット等
各種資料等の綴り

都市部 都市整
備課

廃棄 「対象文書」の名称が実際に
編綴された文書と異なり、認
可申請書類は含まれておら
ず、また、一部、認可申請に
至る前段階の(事前)協議書
類の写しが編綴されている
が、担当者手持資料的な複
写物と判断され、その他の文
書は当該事業に係る打合せ
復命書やパンフレット等の資
料にとどまることから廃棄とす
る。

- - なし

37 県土整
備局

都市部 都市整備
課

344 大船駅東口〔市
街地〕再開発事
業の変更依頼書

1 5 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、鎌倉市が施行する大船駅東
口地区第一種市街地再開発事業(第1
地区)の事業計画において定める設計
の概要の認可等に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2年度

38 県土整
備局

都市部 都市整備
課

345 大船駅東口〔市
街地〕再開発〔事
業〕事業計画の
軽微な変更他

1 7 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、鎌倉市が施行する大船駅東
口地区第一種市街地再開発事業(第1
地区)の事業計画において定める設計
の概要の認可等に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2、4年度

39 県土整
備局

都市部 都市整備
課

346 大船駅東口〔市
街地再開発事
業〕設計の概要
の認可申請

1 8 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、鎌倉市が施行する大船駅東
口地区第一種市街地再開発事業(第1
地区)の事業計画において定める設計
の概要の認可に係る文書（※）の綴り
※添付図面

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2年度

40 県土整
備局

都市部 都市整備
課

347 大船駅東口〔市
街地再開発事
業〕鎌倉都市計
画道路の変更認
可申請

1 4 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、鎌倉市が施行する大船駅東
口地区第一種市街地再開発事業(第1
地区)の事業計画において定める設計
の概要中、鎌倉都市計画道路の変更に
ついての事前協議に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

廃棄 協議とあるが、方針伺い等と
して起案の上、回答を発した
ものではなく、また、所属長
等への供覧もなされていな
いことから、担当者レベルで
事前に確認を行う際に使用
した軽易な資料であると判断
し、廃棄とする。

- - なし

41 県土整
備局

都市部 都市整備
課

348 茅ヶ崎駅南〔市街
地再開発事業〕
権利変換認可申
請取下げ

1 6 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、茅ヶ崎市が施行する茅ヶ崎
駅南地区第一種市街地再開発事業の
権利変換認可申請の取下げに係る文
書の綴り

都市部 都市整
備課

廃棄 県知事の認可に至らず取り
下げられた文書であり、当該
事業施行地区における地権
者の権利の変動の実態を反
映していない内容であるた
め、廃棄とする。

- - なし
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42 県土整
備局

都市部 都市整備
課

349 茅ヶ崎駅南〔市街
地再開発事業〕
事業計画変更認
可申請

1 9 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、茅ヶ崎市が施行する茅ヶ崎
駅南地区第一種市街地再開発事業の
事業計画において定める設計の概要の
変更認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2、4年度

43 県土整
備局

都市部 都市整備
課

350 追浜駅前〔市街
地再開発〕組合
設立認可

1 9 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づく追浜駅前第1街区市街地再開
発組合の設立認可に係る文書の綴り

建築部 建築課 保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、62年
度

44 県土整
備局

都市部 都市整備
課

351 追浜駅前〔市街
地再開発事業〕
事業計画認可申
請・権利変換計
画認可申請

1 10 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づく追浜駅前第一種市街地再開発
事業(第1街区)の権利変換計画並びに
定款及び事業計画の変更認可に係る
文書の綴り

建築部 建築課 保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和56、平成
2年度

45 県土整
備局

都市部 都市整備
課

352 追浜駅前〔市街
地再開発組合〕
決算報告書の承
認

1 3 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づく追浜駅前第1街区市街地再開
発組合の決算報告の承認に係る文書の
綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ なし

46 県土整
備局

都市部 都市整備
課

353 鶴見駅西口〔市
街地改造事業〕
管理処分計画認
可（添付図書）

1 7 30年 平成5年度 公共施設の整備に関連する市街地の改
造に関する法律(昭和36年法律第109
号)(廃止)に基づく鶴見駅西口(地区)市
街地改造事業の管理処分計画の認可
に係る文書（※）の綴り
※管理処分計画添付図書

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和56、平成
2年度(いずれ
も権利変換計
画認可として)

47 県土整
備局

都市部 都市整備
課

354 鶴見駅西口〔市
街地改造事業〕
管理処分計画認
可について

1 10 30年 平成5年度 公共施設の整備に関連する市街地の改
造に関する法律(昭和36年法律第109
号)(廃止)に基づく鶴見駅西口(地区)市
街地改造事業の管理処分計画の認可
に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和56、平成
2年度(いずれ
も権利変換計
画認可として)
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48 県土整
備局

都市部 都市整備
課

355 厚木中町第一
〔市街地再開発
組合〕定款及び
事業計画の変更
認可について

1 9 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づく厚木市中町第一地区市街地再
開発組合の定款及び事業計画の変更、
同組合の解散並びに決算報告の承認
に係る文書の綴り

建築部 建築課 保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、56、
平成2、4年度

49 県土整
備局

都市部 都市整備
課

356 厚木中町第一
〔市街地再開発
事業〕権利変換
計画書・変更認
可の公告

1 6 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づく厚木市中町第一地区市街地再
開発組合の定款及び事業計画の変更
並びに同地区第一種市街地再開発事
業の権利変換計画に係る文書の綴り

建築部 建築課 保存 「対象文書」欄に転記した、
作成所属において付した文
書の件名が適切でなく、実
際には、市街地再開発組合
の定款及び事業計画の変更
等、単なる県公報登載にとど
まらない県知事の認可に係
る文書であり、また、県内で
施行され、公共性が高く、経
済、交通、居住や防災の面
で県民活動に大きな影響を
有する事業に係る文書であ
るため、保存とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、56、
平成2、4年度

50 県土整
備局

都市部 都市整備
課

357 厚木中町第１〔市
街地再開発〕組
合設立認可申請

1 8 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づく厚木市中町第一地区市街地再
開発組合の設立認可に係る文書の綴り

建築部 建築課 保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、62年
度

51 県土整
備局

都市部 都市整備
課

358 厚木中町第１〔市
街地再開発事
業〕権利変換計
画の認可

1 8 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づく中町第一地区第一種市街地再
開発事業の権利変換計画の認可に係る
文書の綴り

建築部 建築課 保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和56、平成
2年度

52 県土整
備局

都市部 都市整備
課

359 厚木中町第２－１
〔市街地再開発
事業〕（設計の概
要変更認可申
請）

1 6 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、厚木市が施行する中町第2-1
地区第一種市街地再開発事業の事業
計画において定める設計の概要の変更
認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2、4年度

53 県土整
備局

都市部 都市整備
課

360 厚木中町第２－１
〔市街地再開発
事業〕設計の概
要変更認可申請
書

1 6 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、厚木市が施行する中町第2-1
地区第一種市街地再開発事業の事業
計画において定める設計の概要の変更
認可に係る文書（※）の綴り
※添付図面

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2、4年度
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54 県土整
備局

都市部 都市整備
課

361 厚木中町第２－１
〔市街地〕再開発
〔事業〕事業計画

1 7 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、厚木市が施行する中町第2-1
地区第一種市街地再開発事業の事業
計画において定める設計の概要の変更
認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2、4年度

55 県土整
備局

都市部 都市整備
課

362 厚木中町第２－１
〔市街地再開発
事業〕権利変換
計画認可申請書

1 6 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、厚木市が施行する中町第2-1
地区第一種市街地再開発事業の権利
変換計画の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和56、平成
2年度

56 県土整
備局

都市部 都市整備
課

363 厚木中町第２－１
〔市街地再開発
事業〕設計の概
要変更認可申請
書

1 7 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、厚木市が施行する中町第2-1
地区第一種市街地再開発事業の事業
計画において定める設計の概要の変更
認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2年度

57 県土整
備局

都市部 都市整備
課

364 厚木中町第２－１
〔市街地再開発
事業〕設計の概
要変更認可申請
書（添付図面）

1 6 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、厚木市が施行する中町第2-1
地区第一種市街地再開発事業の事業
計画において定める設計の概要の変更
認可に係る文書（※）の綴り
※添付図面

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2、4年度

58 県土整
備局

都市部 都市整備
課

365 厚木中町第２－
１・厚木東部第一
〔市街地〕再開発
事業認可申請書

1 7 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき、厚木市が施行する中町第2-1
地区第一種市街地再開発事業の権利
変換計画の変更認可並びに厚木東部
第一地区市街地再開発組合の決算報
告の承認及び完成した施設建築物の管
理規約の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和56、平成
2年度

59 県土整
備局

都市部 都市整備
課

366 厚木東部第一
〔市街地再開発
事業〕権利変換
計画認可申請・
同変更報告書・
〔市街地〕再開発
組合設立認可申
請

1 8 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づく厚木東部第一地区市街地再開
発組合の設立認可及び同地区第一種
市街地再開発事業の権利変換計画の
認可並びに権利変換計画の軽微な変
更についての報告に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和56、平成
2年度
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60 県土整
備局

都市部 都市整備
課

367 厚木東部第一
〔市街地〕再開発
事業認可申請書

1 5 30年 平成5年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づく厚木東部第一地区市街地再開
発組合の事業計画の変更及び解散の
認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、56、
平成2、4年度

61 県土整
備局

都市部 都市整備
課

368 相模原市下森鹿
島〔土地区画整
理組合〕設立認
可書

1 12 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく相模原市下森鹿島土地区
画整理組合の設立認可に係る文書の綴
り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、30、
33～35、37、
39～42、46、
47、49、50～
54、57～62、
平成元、5年
度

62 県土整
備局

都市部 都市整備
課

369 相模原市〔土地
区画整理事業〕
事業計画変更認
可

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく相模原市緑が丘土地区画
整理組合及び同古淵土地区画整理組
合の事業計画の変更認可に係る文書の
綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

63 県土整
備局

都市部 都市整備
課

370 相模原市〔土地
区画整理事業〕
事業計画変更認
可

1 7 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく相模原市下森鹿島土地区
画整理組合及び同古淵土地区画整理
組合の事業計画の変更認可に係る文書
の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

64 県土整
備局

都市部 都市整備
課

371 相模原市〔土地
区画整理事業〕
事業計画変更認
可

1 9 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく相模原市下溝下中丸土地
区画整理組合及び同緑が丘土地区画
整理組合の事業計画の変更認可に係る
文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

65 県土整
備局

都市部 都市整備
課

372 藤沢市〔土地区
画整理事業〕事
業計画変更計画
書

1 11 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づき、藤沢市が施行する北部第
二（二地区）土地区画整理事業の事業
計画の変更に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度
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66 県土整
備局

都市部 都市整備
課

373 藤沢市〔土地区
画整理事業〕事
業計画変更認可

1 9 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく藤沢市大鋸土地区画整理
組合及び藤沢市が施行する北部第一
土地区画整理事業の事業計画の変更
認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

67 県土整
備局

都市部 都市整備
課

374 藤沢市弥勒寺第
二土地区画整理
事業

1 7 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく藤沢市弥勒寺第二土地区
画整理組合の設立認可に係る文書の綴
り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、30、
33～35、37、
39～42、46、
47、49、50～
54、57～62、
平成元、5年
度

68 県土整
備局

都市部 都市整備
課

375 藤沢市土地区画
整理事業

1 10 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく藤沢市弥勒寺第二土地区
画整理組合の事業計画及び同渋谷の
里土地区画整理組合の事業計画にお
いて定める設計の概要の変更認可に係
る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

69 県土整
備局

都市部 都市整備
課

376 藤沢市善行茅山
土地区画整理事
業

1 9 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく藤沢市善行茅山土地区画
整理組合の事業計画の変更認可に係る
文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

70 県土整
備局

都市部 都市整備
課

377 〔土地区画整理
事業〕事業計画
変更認可

1 10 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく座間市緑ヶ丘土地区画整
理組合及び藤沢市弥勒寺第二土地区
画整理組合の事業計画の変更認可に
係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

71 県土整
備局

都市部 都市整備
課

378 藤沢市北部第二
（一地区）土地区
画整理事業事業
計画変更
６０．８．１６

1 10 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づき、藤沢市が施行する藤沢都
市計画北部第二（一地区）土地区画整
理事業の事業計画の変更認可に係る文
書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度



No. 局 部 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

72 県土整
備局

都市部 都市整備
課

379 藤沢市北部第二
（一地区）土地区
画整理事業事業
計画変更（第８
回）

1 9 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づき、藤沢市が施行する藤沢都
市計画北部第二（一地区）土地区画整
理事業の事業計画の変更認可に係る文
書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

73 県土整
備局

都市部 都市整備
課

380 藤沢市北部第二
（一地区）土地区
画整理事業事業
計画変更
61.8.12

1 9 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づき、藤沢市が施行する藤沢都
市計画北部第二（一地区）土地区画整
理事業の事業計画の変更認可に係る文
書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

74 県土整
備局

都市部 都市整備
課

381 座間市緑ヶ丘土
地区画整理事業
３冊の１

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく座間市緑ヶ丘土地区画整
理組合の事業計画の変更認可に係る文
書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

75 県土整
備局

都市部 都市整備
課

382 座間市緑ヶ丘土
地区画整理事業
３冊の２

1 7 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく座間市緑ヶ丘土地区画整
理組合の事業計画の変更（第４回）及び
同組合の解散の各認可並びに決算（報
告）の承認に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和36、37、
44、49～54、
57～62、平成
元、5年度

76 県土整
備局

都市部 都市整備
課

383 座間市緑ヶ丘土
地区画整理事業
３冊の３

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく座間市緑ヶ丘土地区画整
理組合の換地処分に伴う換地計画の認
可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和35、36、
39～46、49～
54、57～62、
平成元年度

77 県土整
備局

都市部 都市整備
課

384 大和市土地区画
整理事業

1 6 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく大和市南部第二土地区画
整理組合の事業計画及び同渋谷（北部
地区）土地区画整理組合の事業計画に
おいて定める設計の概要の変更認可に
係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度



No. 局 部 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

78 県土整
備局

都市部 都市整備
課

385 厚木市土地区画
整理事業

1 12 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく厚木市中三田土地区画整
理組合の設立及び同組合の事業計画
の変更並びに同森の里特定土地区画
整理事業の終了の各認可に係る文書の
綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、30、
32～47、49～
54、57～平成
元、5、9年度

79 県土整
備局

都市部 都市整備
課

386 伊勢原市東高森
特定土地区画整
理事業

1 10 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく伊勢原市東高森特定土地
区画整理組合の換地処分に伴う換地計
画の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和35、36、
39～46、49～
54、57～62、
平成元年度

80 県土整
備局

都市部 都市整備
課

387 伊勢原都市計画
事業東大竹特定
土地区画整理事
業

1 9 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく伊勢原市東大竹特定土地
区画整理組合の定款及び事業計画の
変更認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

81 県土整
備局

都市部 都市整備
課

388 伊勢原市下糟屋
土地区画整理事
業

1 11 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく伊勢原市下糟屋土地区画
整理組合の設立及び同組合の事業計
画の変更の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

82 県土整
備局

都市部 都市整備
課

389 伊勢原市土地区
画整理事業

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく伊勢原市東高森特定土地
区画整理組合の換地処分に伴う換地計
画並びに同東大竹特定土地区画整理
組合及び同下糟屋土地区画整理組合
の事業計画の変更の各認可に係る文書
の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

83 県土整
備局

都市部 都市整備
課

３９０・３９１ 伊勢原市東大竹
特定〔土地区画
整理〕（組合）換
地計画

2 13 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく伊勢原市東大竹特定土地
区画整理組合の換地処分に伴う換地計
画の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和35、36、
39～46、49～
54、57～62、
平成元年度



No. 局 部 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

84 県土整
備局

都市部 都市整備
課

392 海老名市星谷土
地区画整理事業
組合設立認可

1 9 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく海老名市星谷土地区画整
理組合の設立認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、30、
33～35、37、
39～42、46、
47、49、50～
54、57～62、
平成元、5年
度

85 県土整
備局

都市部 都市整備
課

393 海老名市土地区
画整理事業

1 10 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく海老名市星谷土地区画整
理組合の事業計画の変更認可に係る文
書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

86 県土整
備局

都市部 都市整備
課

394 海老名市土地区
画整理事業

1 10 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく海老名市星谷土地区画整
理組合の事業計画の変更及び解散の
認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

87 県土整
備局

都市部 都市整備
課

395 〔土地区画整理
組合〕解散認可
申請書

1 9 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく南足柄市関本怒田土地区
画整理組合の解散認可に係る文書の綴
り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和36、37、
44、49～54、
57～60、62、
平成元、5年
度

88 県土整
備局

都市部 都市整備
課

396 〔土地区画整理
事業〕換地処分・
〔土地区画整理
組合〕決算報告・
解散認可

1 7 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく相模原市下溝上中丸特定
土地区画整理組合及び開成都市計画
事業開成駅道通河原地区土地区画整
理事業（共同施行）の換地処分に伴う換
地計画の認可及び中井町第四土地区
画整理組合等、４土地区画整理組合の
解散の認可並びに城山町川尻水源土
地区画整理組合等、７土地区画整理組
合の決算の承認に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和35、36、
37、39～46、
49～54、57～
62、平成元、5
年度

89 県土整
備局

都市部 都市整備
課

397 〔土地区画整理
事業〕換地計画

1 10 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく相模原市下溝上中丸特定
土地区画整理組合及び藤沢市善行茅
山土地区画整理組合の換地処分に伴う
換地計画の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和35、36、
39～46、49～
54、57～62、
平成元年度



No. 局 部 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

90 県土整
備局

都市部 都市整備
課

398 〔土地区画整理
事業〕換地計画

1 10 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく相模原市当麻東原特定土
地区画整理組合の換地処分に伴う換地
計画の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和35、36、
39～46、49～
54、57～62、
平成元年度

91 県土整
備局

都市部 都市整備
課

399 〔土地区画整理
事業〕換地計画

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく伊勢原市下糟屋土地区画
整理組合及び海老名市星谷土地区画
整理組合の換地処分に伴う換地計画の
認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和35、36、
39～46、49～
54、57～62、
平成元年度

92 県土整
備局

都市部 都市整備
課

400 〔土地区画整理
事業〕換地計画

1 10 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく海老名市河原口土地区画
整理組合及び小田原市東富水特定土
地区画整理組合の換地処分に伴う換地
計画の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和35、36、
39～46、49～
54、57～62、
平成元年度

93 県土整
備局

都市部 都市整備
課

402 横須賀市〔土地
区画整理事業〕
事業計画変更認
可

1 10 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく横須賀市衣笠・太田和土地
区画整理組合の事業計画の変更認可
に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

94 県土整
備局

都市部 都市整備
課

403 平塚市大浜地区
土地区画整理事
業

1 6 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく平塚市大浜地区土地区画
整理事業（共同施行）の権利者変動届
に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に基づく事業
の施行に際し、当該事業に
係る財産権の異動等を明ら
かにする文書であり、また、
県内で施行され、公共性が
高く、経済、交通、居住や防
災の面で県民活動に大きな
影響を有する事業に係る文
書であるため、保存とする。

(1)キ 13(2)サ なし

95 県土整
備局

都市部 都市整備
課

404 鎌倉市北鎌倉台
土地区画整理事
業１

1 11 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく鎌倉市北鎌倉台土地区画
整理組合の事業計画の変更認可に係る
文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度
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96 県土整
備局

都市部 都市整備
課

405 鎌倉市北鎌倉台
土地区画整理事
業

1 7 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく鎌倉市北鎌倉台土地区画
整理組合の事業計画の変更認可に係る
文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

97 県土整
備局

都市部 都市整備
課

406 鎌倉市北鎌倉台
土地区画整理事
業

1 10 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく鎌倉市北鎌倉台土地区画
整理組合の事業計画の変更認可に係る
文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

98 県土整
備局

都市部 都市整備
課

407 鎌倉市北鎌倉台
土地区画整理事
業（第１工区）換
地処分

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく鎌倉市北鎌倉台土地区画
整理組合の換地処分に伴う換地計画の
認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和35、36、
39～46、49～
54、57～62、
平成元年度

99 県土整
備局

都市部 都市整備
課

４０８・４０９ 土地区画整理組
合決算報告書

2 11 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく藤沢市弥勒寺第二土地区
画整理組合等、１２土地区画整理組合
の決算（報告）の承認に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和36、44、
49～52、57～
62、平成元年
度

100 県土整
備局

都市部 都市整備
課

410 秦野市〔土地区
画整理事業〕事
業計画変更計画
書

1 6 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づき、秦野市が施行する秦野都
市計画事業渋沢駅周辺（中央地区）土
地区画整理事業の事業計画の変更認
可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

101 県土整
備局

都市部 都市整備
課

411 開成町開成駅屋
敷下土地区画整
理事業

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく開成町開成駅屋敷下土地
区画整理事業（共同施行）の施行認可、
事業計画変更及び事業の終了認可に
係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度
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102 県土整
備局

都市部 都市整備
課

412 相模原市古淵土
地区画整理事業

1 9 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく相模原市古淵土地区画整
理組合の事業計画の変更認可に係る文
書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

103 県土整
備局

都市部 都市整備
課

413 相模原市下溝鳩
川特定土地区画
整理事業

1 10 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく相模原市下溝鳩川特定土
地区画整理組合の事業計画の変更認
可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

104 県土整
備局

都市部 都市整備
課

414 相模原市〔土地
区画整理組合〕
設立認可申請書

1 10 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく相模原市古淵土地区画整
理組合の設立認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、30、
33～35、37、
39～42、46、
47、49、50～
54、57～62、
平成元、5年
度

105 県土整
備局

都市部 都市整備
課

415 相模原市土地区
画整理事業

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく相模原市下森鹿島土地区
画整理組合の事業計画の変更認可に
係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

106 県土整
備局

都市部 都市整備
課

416 相模原市土地区
画整理事業

1 7 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく相模原市下森鹿島土地区
画整理組合及び同下溝袋沢土地区画
整理組合の事業計画の変更認可に係る
文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

107 県土整
備局

都市部 都市整備
課

417 相模原市土地区
画整理事業

1 7 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく相模原市緑が丘土地区画
整理組合の事業計画の変更認可に係る
文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度
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108 県土整
備局

都市部 都市整備
課

４１８・４１９ 厚木インター南
部土地区画整理
事業〔土地区画
整理組合〕設立
認可

2 15 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく厚木インター南部土地区画
整理組合の設立認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、30、
33～35、37、
39～42、46、
47、49、50～
54、57～62、
平成元、5年
度

109 県土整
備局

都市部 都市整備
課

４２０～４２
２

厚木インター南
部土地区画整理
事業事業計画変
更〔認可申請書〕

3 21 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく厚木インター南部土地区画
整理組合の事業計画の変更認可に係る
文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

110 県土整
備局

都市部 都市整備
課

423 海老名市土地区
画整理事業

1 10 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく海老名市河原口土地区画
整理組合及び同秋葉台土地区画整理
組合の設立認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、30、
33～35、37、
39～42、46、
47、49、50～
54、57～62、
平成元、5年
度

111 県土整
備局

都市部 都市整備
課

424 厚木市土地区画
整理事業

1 7 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく厚木市中三田土地区画整
理組合及び同林土地区画整理組合の
事業計画の変更認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

112 県土整
備局

都市部 都市整備
課

425 厚木市上荻野東
部土地区画整理
組合実施計画書

1 11 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく厚木市上荻野東部地区の
組合等区画整理補助事業の実施計画
についての建設省の承認に係る文書の
綴り

都市部 都市整
備課

保存 県内で施行され、公共性が
高く、経済、交通、居住や防
災の面で県民活動に大きな
影響を有する事業の実施計
画に係る文書であるため、保
存とする。

(1)キ 21(3) 昭和56、57、
59、62、平成
元、3～5、7～
9、14、15、17
年度

113 県土整
備局

都市部 都市整備
課

４２６・４２７ 大和市渋谷（北
部）土地区画整
理事業実施計画
書

1 18 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく大和都市計画事業渋谷（北
部地区）土地区画整理事業公共団体区
画整理補助事業の（変更）実施計画に
ついての建設省の承認に係る文書の綴
り

都市部 都市整
備課

保存 県内で施行され、公共性が
高く、経済、交通、居住や防
災の面で県民活動に大きな
影響を有する事業の実施計
画に係る文書であるため、保
存とする。

(1)キ 21(3) 昭和56、57、
59、62、平成
元、3～5、7～
9、14、15、17
年度

114 県土整
備局

都市部 都市整備
課

428 大和市・座間市
土地区画整理事
業

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく大和都市計画事業渋谷（北
部地区）土地区画整理事業及び座間市
緑ヶ丘土地区画整理組合の事業計画の
変更認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度
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115 県土整
備局

都市部 都市整備
課

429 二宮町一色中里
土地区画整理事
業

1 9 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく二宮町一色中里土地区画
整理組合の事業計画の変更認可に係る
文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

116 県土整
備局

都市部 都市整備
課

430 湯河原町土地区
画整理事業

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく湯河原都市計画事業湯河
原中央土地区画整理事業の事業計画
において定める設計の概要の変更認可
及び事業計画の変更に伴う関係書類の
提出に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

117 県土整
備局

都市部 都市整備
課

431 中井町・二宮町
土地区画整理事
業

1 11 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく中井町境地区土地区画整
理組合及び二宮町一色中里土地区画
整理組合の事業計画の変更認可に係る
文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

118 県土整
備局

都市部 都市整備
課

432 城山町・松田町・
伊勢原市土地区
画整理事業

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく伊勢原市東高森地区の組
合等区画整理補助事業の基本計画に
ついての建設省の承認並びに城山町
川尻原宿土地区画整理組合、松田町下
原土地区画整理組合及び伊勢原市東
高森特定土地区画整理組合の事業計
画の変更認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県内で施行され、公共性が
高く、経済、交通、居住や防
災の面で県民活動に大きな
影響を有する事業に係る文
書であり、また、一部、県知
事の認可に係る文書も含ま
れるため、保存とする。

(1)キ 13(2)
サ・
21(2)

昭和29、32～
47、49～54、
56～平成元、
3～5、7～9、
14、15、17年
度

119 県土整
備局

都市部 都市整備
課

433 小田原市豊川特
定土地区画整理
事業

1 10 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく小田原市豊川特定土地区
画整理組合の事業計画の変更認可に
係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

120 県土整
備局

都市部 都市整備
課

434 開成町土地区画
整理事業

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく開成都市計画事業開成駅
周辺地区土地区画整理事業の事業計
画において定める設計の概要の変更認
可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

121 県土整
備局

都市部 都市整備
課

４３５～４３
７

三浦市飯盛土地
区画整理事業事
業計画変更（定
款）

3 25 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく三浦市飯盛土地区画整理
組合の事業計画及び定款の変更認可
に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度



No. 局 部 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

122 県土整
備局

都市部 都市整備
課

438 中井町インター
周辺土地区画整
理事業事業計画
変更

1 10 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく中井町インター周辺土地区
画整理組合の事業計画の変更認可に
係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

123 県土整
備局

都市部 都市整備
課

439 伊勢原市東高森
特定土地区画整
理事業〔特定土
地区画整理組
合〕設立認可申
請書

1 9 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく伊勢原市東高森特定土地
区画整理組合の設立認可に係る文書の
綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、30、
33～35、37、
39～42、46、
47、49、50～
54、57～62、
平成元、5年
度

124 県土整
備局

都市部 都市整備
課

440 伊勢原市東大竹
特定土地区画整
理事業〔特定土
地区画整理組
合〕設立認可申
請書

1 12 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく伊勢原市東大竹特定土地
区画整理組合の設立認可に係る文書の
綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、30、
33～35、37、
39～42、46、
47、49、50～
54、57～62、
平成元、5年
度

125 県土整
備局

都市部 都市整備
課

441 藤沢市渋谷の里
土地区画整理事
業換地計画書

1 5 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく渋谷の里土地区画整理事
業の換地処分に伴う換地計画の認可に
係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和35、36、
39～46、49～
54、57～62、
平成元年度

126 県土整
備局

都市部 都市整備
課

442 伊勢原市東高森
土地区画整理事
業実施計画書

1 6 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく伊勢原市東高森地区の組
合等区画整理補助事業の実施計画に
ついての建設省の承認に係る文書の綴
り

都市部 都市整
備課

保存 県内で施行され、公共性が
高く、経済、交通、居住や防
災の面で県民活動に大きな
影響を有する事業の実施計
画に係る文書であるため、保
存とする。

(1)キ 21(3) 昭和56、57、
59、62、平成
元、3～5、7～
9、14、15、17
年度

127 県土整
備局

都市部 都市整備
課

443 座間市緑ヶ丘土
地区画整理事業
〔土地区画整理
組合〕設立認可
申請書

1 7 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく座間市緑ヶ丘土地区画整
理組合の設立認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、30、
33～35、37、
39～42、46、
47、49、50～
54、57～62、
平成元、5年
度

128 県土整
備局

都市部 都市整備
課

444 小田原市東富水
〔土地〕区画整理
事業事業計画
（第１回変更）

1 6 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく小田原市東富水特定土地
区画整理組合の事業計画の変更（第１
～４回）認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度



No. 局 部 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

129 県土整
備局

都市部 都市整備
課

445 小田原市土地区
画整理事業

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく小田原市下曽我特定土地
区画整理組合の定款及び事業計画の
変更並びに同小船久保田土地区画整
理組合の事業計画の変更の各認可に
係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

130 県土整
備局

都市部 都市整備
課

446 小田原市下曽我
特定土地区画整
理事業事業計画
変更（第３・４・５
回）

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく小田原市下曽我特定土地
区画整理組合の事業計画の変更（第３
～５回）認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

131 県土整
備局

都市部 都市整備
課

447 開成町開成駅屋
敷下・二宮町松
根（土地区画整
理）〔事業〕

1 7 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく開成駅屋敷下地区土地区
画整理事業及び二宮町松根土地区画
整理組合の換地処分に伴う換地計画の
認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和35、36、
39～46、49～
54、57～62、
平成元年度

132 県土整
備局

都市部 都市整備
課

448 開成町開成駅道
通河原土地区画
整理事業換地計
画の認可

1 4 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく開成駅道通河原地区土地
区画整理事業の換地処分に伴う換地計
画の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和35、36、
39～46、49～
54、57～62、
平成元年度

133 県土整
備局

都市部 都市整備
課

449 相模原市下溝下
中丸特定土地区
画整理事業

1 9 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく相模原市下溝下中丸特定
土地区画整理組合の設立認可に係る
文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、30、
33～35、37、
39～42、46、
47、49、50～
54、57～62、
平成元、5年
度

134 県土整
備局

都市部 都市整備
課

450 相模原市当麻東
原特定土地区画
整理事業事業計
画変更（第１・２
回）

1 11 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく相模原市当麻東原特定土
地区画整理組合の事業計画の変更（第
１・２回）認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

135 県土整
備局

都市部 都市整備
課

451 相模原市当麻東
原特定土地区画
整理事業

1 11 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく相模原市当麻東原特定土
地区画整理組合の設立認可に係る文
書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、30、
33～35、37、
39～42、46、
47、49、50～
54、57～62、
平成元、5年
度
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136 県土整
備局

都市部 都市整備
課

452 藤沢市宮前土地
区画整理事業事
業計画変更

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく藤沢市宮前土地区画整理
組合の事業計画の変更認可に係る文書
の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

137 県土整
備局

都市部 都市整備
課

453 藤沢市宮前土地
区画整理事業

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく藤沢市宮前土地区画整理
組合の事業計画の変更及び解散の認
可並びに決算報告の承認に係る文書の
綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

138 県土整
備局

都市部 都市整備
課

454 二宮町松根土地
区画整理事業

1 11 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく二宮町松根土地区画整理
組合の事業計画の変更及び解散の認
可並びに決算報告の承認に係る文書の
綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
5、9年度

139 県土整
備局

都市部 都市整備
課

455 藤沢市善行茅山
土地区画整理事
業〔土地区画整
理組合〕設立認
可申請書

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく藤沢市善行茅山土地区画
整理組合の設立認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、30、
33～35、37、
39～42、46、
47、49、50～
54、57～62、
平成元、5年
度

140 県土整
備局

都市部 都市整備
課

456 伊勢原市東高森
特定土地区画整
理事業事業計画
変更（第２・３回）

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく伊勢原市東高森特定土地
区画整理組合の事業計画の変更認可
に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

141 県土整
備局

都市部 都市整備
課

457 二宮町松根土地
区画整理事業

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく二宮町松根土地区画整理
組合の設立及び事業計画の変更の認
可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、30、
32～47、49～
54、57～平成
元、5、9年度



No. 局 部 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

142 県土整
備局

都市部 都市整備
課

458 開成都市計画事
業開成駅道通河
原土地区画整理
事業

1 8 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく開成駅道通河原地区土地
区画整理事業の施行、事業計画の変更
及び終了の認可

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

143 県土整
備局

都市部 都市整備
課

４５９～４６
１

小田原市東富水
〔土地〕区画整理
事業事業計画
（第２～４回変更）

3 14 30年 平成5年度 土地区画整理法（昭和29年法律第119
号）に基づく小田原市東富水特定土地
区画整理組合の事業計画の変更認可
に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

144 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１９９３－１・
１９９３－２

地区別ファイル
（大和市渋谷（南
部地区））〔土地
区画整理事業〕

2 14 30年 平成5年度 公共団体等区画整理補助事業実施要
領に基づく国庫補助の対象として採択
されるための土地区画整理事業の実施
計画に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県内で施行され、公共性が
高く、経済、交通、居住や防
災の面で県民活動に大きな
影響を有する事業の実施計
画に係る文書であるため、保
存とする。

(1)キ 21(3) 昭和56、57、
59、62、平成
元、3～5、7～
9、14、15、17
年度

145 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１９９３－３ 地区別ファイル
（平塚市真田地
区）〔土地区画整
理事業〕

1 3 30年 平成5年度 組合等区画整理補助事業として採択さ
れるための土地区画整理事業の基本計
画に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県内で施行され、公共性が
高く、経済、交通、居住や防
災の面で県民活動に大きな
影響を有する事業の基本計
画に係る文書であるため、保
存とする。

(1)キ 21(2) 昭和56、57、
59、62、平成
元、3～5、7～
9、14、15、17
年度

146 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１９９３－４ 地区別ファイル
（藤沢市長後駅
東口地区）〔土地
区画整理事業〕

1 8 30年 平成5年度 長後駅東口土地区画整理事業の事業
計画において定める設計の概要の変更
認可に係る文書等の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、32～
47、49～54、
57～平成元、
9年度

147 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１９９２－１ 地区別ファイル
（藤沢市長後駅
東口地区）〔土地
区画整理事業〕

1 3 30年 平成4年度 公共団体区画整理補助事業として採択
されるための土地区画整理事業の基本
計画に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県内で施行され、公共性が
高く、経済、交通、居住や防
災の面で県民活動に大きな
影響を有する事業の基本計
画に係る文書であるため、保
存とする。

(1)キ 21(2) 昭和56、57、
59、62、平成
元、3～5、7～
9、14、15、17
年度

148 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１９９２－２ 地区別ファイル
（寒川町寒川駅
北口地区）〔土地
区画整理事業〕

1 5 30年 平成4年度 寒川駅北口地区土地区画整理事業の
事業計画の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、35～
44、48、52、59
年度
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149 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１９９２－３ 地区別ファイル
（大和市渋谷（南
部地区））〔土地
区画整理事業〕

1 4 30年 平成4年度 公共団体区画整理補助事業として採択
されるための土地区画整理事業の基本
計画に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県内で施行され、公共性が
高く、経済、交通、居住や防
災の面で県民活動に大きな
影響を有する事業の基本計
画に係る文書であるため、保
存とする。

(1)キ 21(2) 昭和５６、５７、
５９、６２、平成
元、3～5、7～
9、14、15、17
年度

150 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１９９１－１ 地区別ファイル
（藤沢市北部第
二（三地区））〔土
地区画整理事
業〕

1 12 30年 平成5年度 〔藤沢市〕北部第二（三地区）土地区画
整理事業の設計の概要の認可に係る文
書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、35～
44、48、52、59
年度

151 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１９８８－１ 地区別ファイル
（藤沢市柄沢地
区）〔土地区画整
理事業〕

1 13 30年 昭和63年度 公共団体区画整理補助事業として採択
されるための土地区画整理事業の実施
計画に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県内で施行され、公共性が
高く、経済、交通、居住や防
災の面で県民活動に大きな
影響を有する事業の実施計
画に係る文書であるため、保
存とする。

(1)キ 21(3) 昭和56、57、
59、62、平成
元、3～5、7～
9、14、15、17
年度

152 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１９８６－１ 地区別ファイル
（藤沢市柄沢地
区）〔土地区画整
理事業〕

1 7 30年 昭和61年度 柄沢特定土地区画整理事業の設計の
概要の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和29、35～
44、48、52、59
年度

153 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１９８４－２ 地区別ファイル
（藤沢市柄沢地
区）〔土地区画整
理事業〕

1 2 30年 昭和59年度 公共団体区画整理補助事業として採択
されるための土地区画整理事業の基本
計画に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県内で施行され、公共性が
高く、経済、交通、居住や防
災の面で県民活動に大きな
影響を有する事業の基本計
画に係る文書であるため、保
存とする。

(1)キ 21(2) 昭和56、57、
59、62、平成
元,3～5、7～
9、14、15、17
年度

154 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１９８４－１ 審査請求案件
（藤沢駅前南部
地区）〔土地区画
整理事業〕

1 7 30年 昭和59年度 藤沢駅南部地区土地区画整理事業の
換地処分に関する審査請求の処理に係
る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 土地区画整理事業という公
共性の高い事業の施行の過
程で提起された審査請求の
処理に係る文書であるため、
保存とする。

(1)キ 17(2) 昭和39～44、
47～50、53～
62年度

155 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１９８３－１ 審査請求案件
（鶴見駅前地区）
〔土地区画整理
事業〕

1 4 30年 昭和58年度 鶴見駅前地区土地区画整理事業の換
地処分に関する審査請求の処理に係る
文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 土地区画整理事業という公
共性の高い事業の施行の過
程で提起された審査請求の
処理に係る文書であるため、
保存とする。

(1)キ 17(2) 昭和39～44、
47～50、53～
62年度
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156 県土整
備局

都市部 都市整備
課

31 ポートサイド地区
第二種市街地再
開発事業管理処
分計画認可事前
協議

1 4 30年 平成2年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づくヨコハマポートサイド地区第二
種市街地再開発事業の管理処分(※)計
画認可のための事前協議に係る文書の
綴り
※「管理処分」とは、市街地再開発事業
のうち第二種事業において、事業施行
区域内の資産を事業施行者に買収され
た者が、当該事業によって新築される建
築施設(再開発ビル等)の部分の譲受け
希望の申出をした場合にこれを割り当て
ることをいい、第一種市街地再開発事
業の権利変換に相当する

都市部 都市整
備課

廃棄 事前協議とあるが、方針伺い
等として起案の上、回答を発
したものではなく、また、所属
長等への供覧もなされてい
ないことから、担当者レベル
で事前に確認を行う際に使
用した軽易な資料であると判
断し、廃棄とする。

- - なし

157 県土整
備局

都市部 都市整備
課

30 歴史的建築物等
活用型再開発計
画承認申請書
（北仲通地区）

1 2 30年 平成3年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づき都市再生機構が施行する北仲
通南地区第二種市街地再開発事業（第
一工区）において、建設省の「歴史的建
築物等活用型再開発事業実施要領」
(平成元年5月29日住街発第67号建設
省住宅局長通達）の適用を受けて同地
区付近に残る歴史的建築物(※)を復
元・保存する計画に関する、横浜市長か
らの申請の建設大臣あて進達及び同大
臣からの承認通知の経由処理に係る文
書の綴り
※横浜銀行本店別館(旧・第一銀行横
浜支店)

都市部 都市整
備課

保存 再開発事業の施行に際して
施行地区近隣の歴史的建築
物を復元・保存することとした
事例に係る資料であり、県内
のユニークな建造物に関す
る文書であるため、保存とす
る。

(1)キ、
ク

21(3) なし
※当時、建設
省において新
設の事業ス
キームを適用
して施行され
た事業であり、
全国的にも当
該事業スキー
ムの先駆的な
活用事例と
なったもので
あることから、
先行する保存
事例はない。

158 県土整
備局

都市部 都市整備
課

31 ヨコハマポートサ
イド地区第二種
市街地再開発事
業の管理処分計
画認可申請図書

1 12 30年 平成4年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づくヨコハマポートサイド地区第二
種市街地再開発事業の管理処分計画
の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和56、平成
2年度(いずれ
も権利変換計
画認可として)

159 県土整
備局

都市部 都市整備
課

10 ヨコハマポートサ
イド地区第二種
市街地再開発事
業事業計画認可
申請書

1 11 30年 昭和63年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づくヨコハマポートサイド地区第二
種市街地再開発事業の施行に関し、事
業計画及び事業計画において定める設
計の概要の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2、4年度

160 県土整
備局

都市部 都市整備
課

11 ヨコハマポートサ
イド地区第二種
市街地再開発事
業の事業計画に
おいて定める設
計の概要の変更
認可申請書　第１
回

1 5 30年 平成2年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づくヨコハマポートサイド地区第二
種市街地再開発事業の事業計画にお
いて定める設計の概要の変更（第１回）
の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2、4年度
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161 県土整
備局

都市部 都市整備
課

12 ヨコハマポートサ
イド地区第二種
市街地再開発事
業の事業計画に
おいて定める設
計の概要の変更
認可申請書　第２
回

1 6 30年 平成2年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づくヨコハマポートサイド地区第二
種市街地再開発事業の事業計画にお
いて定める設計の概要の変更（第２回）
の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2、4年度

162 県土整
備局

都市部 都市整備
課

13 伊勢原駅北口Ａ
街区市街地再開
発組合定款・事
業計画変更

1 4 30年 平成3年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づく伊勢原駅北口Ａ街区市街地再
開発組合の定款の変更認可に係る文書
の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 平成2年度

163 県土整
備局

都市部 都市整備
課

33 ヨコハマポートサ
イド地区第二種
市街地再開発事
業管理処分計画

1 5 30年 平成４年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づくヨコハマポートサイド地区第二
種市街地再開発事業の管理処分計画
の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和56、平成
2年度(いずれ
も権利変換計
画認可として)

164 県土整
備局

都市部 都市整備
課

9 ヨコハマポートサ
イド地区第二種
市街地再開発事
業の事業計画に
おいて定める設
計の概要の変更
認可申請書　第３
回

1 5 30年 平成４年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づくヨコハマポートサイド地区第二
種市街地再開発事業の事業計画にお
いて定める設計の概要の変更（第３回）
の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和50、平成
2年度

165 県土整
備局

都市部 都市整備
課

ヨコハマポートサ
イド地区第二種
市街地再開発事
業管理処分計画

1 30年 平成４年度 都市再開発法（昭和44年法律第38号）
に基づくヨコハマポートサイド地区第二
種市街地再開発事業の管理処分計画
の認可に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県知事の認可に係る文書で
あり、また、県内で施行され、
公共性が高く、経済、交通、
居住や防災の面で県民活動
に大きな影響を有する事業
に係る文書であるため、保存
とする。

(1)キ 13(2)サ 昭和56、平成
2年度(いずれ
も権利変換計
画認可として)

166 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１～３ 屋外広告業登録 3 20 10年 平成25年度 神奈川県屋外広告物条例に基づき、屋
外広告業を営む者からの届出（新規）に
係る文書の綴り

県土整
備局都
市部

都市整
備課

廃棄 条例に基づく届出及び届出
者に対する登録通知書の写
しが届出者ごとに綴られてい
るのみの軽易な文書であり、
廃棄とする。

- - なし

167 県土整
備局

都市部 都市整備
課

４・５ 屋外広告業変更
届

2 16 10年 平成25年度 神奈川県屋外広告物条例に基づき、屋
外広告業を営む者からの届出（登録変
更・廃業）に係る文書の綴り

県土整
備局都
市部

都市整
備課

廃棄 条例に基づく届出及び届出
者に対する登録通知書の写
しが届出者ごとに綴られてい
るのみの軽易な文書であり、
廃棄とする。

- - なし
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168 県土整
備局

都市部 都市整備
課

５ 平成25年度都市
再開発事業費補
助金　小田急相
模原駅北口Ｂ地
区〔市街地再開
発事業〕

1 2 10年 平成25年度 県の補助要綱に基づく、相模原市内の
市街地再開発事業の施行者に対する
補助金交付に係る執行関係書類の綴り

県土整
備局都
市部

都市整
備課

保存 活力あふれる豊かなまちづく
りの推進を目的とし、市街地
再開発事業等による建築物
や公共施設の整備に対する
補助金の執行に関する書類
で、県民生活において顕著
な効果をもたらす事業に係る
文書と判断し、保存とする。

(1)キ 11(3) 平成22～24年
度

169 県土整
備局

都市部 都市整備
課

７ 社会資本整備総
合交付金事業完
了実績報告書

1 3 10年 平成23年度 国土交通省住宅局所管社会資本整備
総合交付金の交付申請手続きに係る文
書の写しの綴り

県土整
備局環
境共生
都市部

都市整
備課

廃棄 他所属が取りまとめている文
書であり、原本でないことか
ら、廃棄とする。

- - なし

170 県土整
備局

都市部 都市整備
課

Ｈ２４－１ 平成22～24年度
都市再開発事業
費補助金（武蔵
小杉駅南口地区
東街区／武蔵小
杉駅南口地区西
街区／小杉町３
丁目中央）※〔市
街地〕再開発〔事

1 11 10年 平成24年度 県の補助要綱に基づく、川崎市内の市
街地再開発事業（３地区）の施行者に対
する補助金交付に係る執行関係書類の
綴り

県土整
備局環
境共生
都市部

都市整
備課

保存 活力あふれる豊かなまちづく
りの推進を目的とし、市街地
再開発事業等による建築物
や公共施設の整備に対する
補助金の執行に関する書類
で、県民生活において顕著
な効果をもたらす事業に係る
文書と判断し、保存とする。

(1)キ 11(3) 平成22～24年
度

171 県土整
備局

都市部 都市整備
課

２０１３－１ 横浜新都市セン
ター（株）

1 2 10年 平成25年度 県が出資し、幹部職員（副知事等）があ
て職として役員を務める横浜新都市セ
ンター株式会社関係の文書の綴り

県土整
備局都
市部

都市整
備課

廃棄 式典への出欠や幹部職員
（副知事等）のあいさつ文の
伺い等が綴られているのみ
の軽易な文書であり、廃棄と
する。

- - なし

172 県土整
備局

都市部 都市整備
課

２０１３－２ 川崎アゼリア（株） 1 2 10年 平成25年度 県が出資し、県職員であった者が役員
を務めることもある川崎アゼリア株式会
社関係の文書の綴り

県土整
備局環
都市部

都市整
備課

廃棄 式典への出欠や幹部職員
（副知事等）のあいさつ文の
伺い等が綴られているのみ
の軽易な文書であり、廃棄と
する。

- - なし

173 県土整
備局

都市部 都市整備
課

２０１２－１ 横浜新都市セン
ター（株）

1 3 10年 平成24年度 県が出資し、幹部職員（副知事等）があ
て職として役員を務める横浜新都市セ
ンター株式会社関係の文書の綴り

県土整
備局環
境共生
都市部

都市整
備課

廃棄 式典への出欠や幹部職員
（副知事等）のあいさつ文の
伺い等が綴られているのみ
の軽易な文書であり、廃棄と
する。

- - なし

174 県土整
備局

都市部 都市整備
課

２０１２－２ 川崎アゼリア（株） 1 2 10年 平成24年度 県が出資し、県職員であった者が役員
を務めることもある川崎アゼリア株式会
社関係の文書の綴り

県土整
備局環
境共生
都市部

都市整
備課

廃棄 式典への出欠や幹部職員
（副知事等）のあいさつ文の
伺い等が綴られているのみ
の軽易な文書であり、廃棄と
する。

- - なし

175 県土整
備局

都市部 都市整備
課

２０１１－１ 横浜新都市セン
ター（株）

1 4 10年 平成23年度 県が出資し、幹部職員（副知事等）があ
て職として役員を務める横浜新都市セ
ンター株式会社関係の文書の綴り

県土整
備局環
境共生
都市部

都市整
備課

廃棄 式典への出欠や幹部職員
（副知事等）のあいさつ文の
伺い等が綴られているのみ
の軽易な文書であり、廃棄と
する。

- - なし

176 県土整
備局

都市部 都市整備
課

２０１１－２ 川崎アゼリア（株） 1 4 10年 平成23年度 県が出資し、県職員であった者が役員
を務めることもある川崎アゼリア株式会
社関係の文書の綴り

県土整
備局環
境共生
都市部

都市整
備課

廃棄 式典への出欠や幹部職員
（副知事等）のあいさつ文の
伺い等が綴られているのみ
の軽易な文書であり、廃棄と
する。

- - なし
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177 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１１０ （仮称）川崎駅北
口地区第２街区
10番地地区建替
計画

1 6 10年 平成23年度 川崎駅北口地区第２街区10番地地区の
建築物建替計画に係る施設の用途・目
的別各階平面図等の綴り

県土整
備局環
境共生
都市部

都市整
備課

廃棄 起案・回覧等された文書でな
く、単に計画図面を編綴した
のみの軽易な資料であると
判断し、廃棄とする。

- - なし

178 県土整
備局

都市部 都市整備
課

２０１０－１ 事業計画・実施
計画（南足柄市ま
ま下怒田地区）
〔土地区画整理
事業〕

1 6 10年 平成22年度 社会資本整備総合交付金の交付を受
ける土地区画整理事業の事業計画及び
実施計画の国土交通省への提出に係る
文書の綴り

県土整
備局環
境共生
都市部

都市整
備課

保存 県内で実施された公共性の
高い事業であり、また、国の
社会資本整備総合交付金の
交付を受ける土地区画整理
事業の計画に係る文書であ
るため、保存とする。

(1)キ 21(3) 昭和56、57、
59、62、平成
元、3～5、7～
9、14、15、17
年度

179 県土整
備局

都市部 都市整備
課

２００８－１ 事業計画・実施
計画（住宅市街
地基盤整備事
業）（渋谷南部地
区、真田・北金目
地区、開成町南
部地区、橋本大
山町西２地区、湘
南の岡地区、まま
下怒田地区）

1 2 10年 平成20年度 住宅市街地基盤整備事業の事業計画
に係る国土交通省関東地方整備局長あ
て協議及び同局長からの（同意の）回答
に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

廃棄 国の地方支分部局の長あて
の進達及びその回答の経由
に係る文書の綴りであり、軽
易なものであると判断し、廃
棄とする。

- - なし

180 県土整
備局

都市部 都市整備
課

２００６－１ 事業計画・実施
計画（藤沢市辻
堂神台一丁目地
区）〔土地区画整
理事業〕

1 5 10年 平成18年度 組合等区画整理補助事業として採択さ
れるための土地区画整理事業の実施計
画に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県内で実施された公共性の
高い事業であり、また、国庫
補助の対象となった土地区
画整理事業の計画に係る文
書であるため、保存とする。

(1)キ 21(3) 昭和56、57、
59、62、平成
元、3～5、7～
9、14、15、17
年度

181 県土整
備局

都市部 都市整備
課

２００５－１ 事業計画・実施
計画（寒川町寒
川駅北口地区）
〔土地区画整理
事業〕

1 2 10年 平成17年度 公共団体区画整理補助事業として採択
されるための土地区画整理事業の実施
計画に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県内で実施された公共性の
高い事業であり、また、国庫
補助の対象となった土地区
画整理事業の計画に係る文
書であるため、保存とする。

(1)キ 21(3) 昭和56、57、
59、62、平成
元、3～5、7～
9、14、15、17
年度

182 県土整
備局

都市部 都市整備
課

２００２－１ 事業計画・実施
計画（寒川町寒
川駅北口地区）
〔土地区画整理
事業〕

1 6 10年 平成14年度 公共団体区画整理補助事業として採択
されるための土地区画整理事業の実施
計画に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県内で実施された公共性の
高い事業であり、また、国庫
補助の対象となった土地区
画整理事業の計画に係る文
書であるため、保存とする。

(1)キ 21(3) 昭和56、57、
59、62、平成
元、3～5、7～
9、14、15、17
年度

183 県土整
備局

都市部 都市整備
課

２０００－１ 事業計画・実施
計画（藤沢市長
後駅東口地区）
〔土地区画整理
事業〕

1 2 10年 平成12年度 公共団体区画整理補助事業として採択
されるための土地区画整理事業の実施
計画に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県内で実施された公共性の
高い事業であり、また、国庫
補助の対象となった土地区
画整理事業の計画に係る文
書であるため、保存とする。

(1)キ 21(3) 昭和56、57、
59、62、平成
元、3～5、7～
9、14、15、17
年度

184 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１９９７－１ 事業計画・実施
計画（寒川町寒
川駅北口地区）
〔土地区画整理
事業〕

1 5 10年 平成9年度 公共団体区画整理補助事業として採択
されるための土地区画整理事業の実施
計画に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県内で実施された公共性の
高い事業であり、また、国庫
補助の対象となった土地区
画整理事業の計画に係る文
書であるため、保存とする。

(1)キ 21(3) 昭和56、57、
59、62、平成
元、3～5、7～
9、14、15、17
年度
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185 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１９８９－１ 事業計画・実施
計画（寒川町寒
川駅北口地区）
〔土地区画整理
事業〕

1 4 10年 平成元年度 公共団体区画整理補助事業として採択
されるための土地区画整理事業の基本
計画に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県内で実施された公共性の
高い事業であり、また、国庫
補助の対象となった土地区
画整理事業の計画に係る文
書であるため、保存とする。

(1)キ 21(2) 昭和56、57、
59、62、平成
元、3～5、7～
9、14、15、17
年度

186 県土整
備局

都市部 都市整備
課

１９８１－１ 事業計画・実施
計画（開成町開
成駅周辺地区）
〔土地区画整理
事業〕

1 4 10年 昭和56年度 公共団体区画整理補助事業として採択
されるための土地区画整理事業の基本
計画に係る文書の綴り

都市部 都市整
備課

保存 県内で実施された公共性の
高い事業であり、また、国庫
補助の対象となった土地区
画整理事業の計画に係る文
書であるため、保存とする。

(1)キ 21(2) 昭和56、57、
59、62、平成
元、3～5、7～
9、14、15、17
年度


